
財源不足
人口推計

市債残高(一般会計＋特別会計)

基金残高(財源対策４基金)

計画期間：平成１９年度から２１年度まで　３年間

三位一体改革など

バブル経済の崩壊

地方の自立化の要請

第2期地方分権改革

行政の役割・使命

一体性や
均衡性の

確保

新たな行政ニーズへの対応が急務

税収
減少

社会経済システムの
構造改革
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第１期地方分権改革

基金の
減少

多額の
市債残高

　少子高齢社会の到来など社会構造の大きな変化をはじめ、複雑に交錯する時代の潮流にあって、本
市においては、今後、３か年で約１４０億円の財源不足が見込まれる厳しい財政状況にあります。このよ
うな中、行政が本来の役割を果して行くためには、行政運営の体質と手法を改善するとともに、足腰の
しっかりとした、簡素で効率的な行財政システムに転換しなければなりません。

本市固有の状況

行財政システムの体質や手法の改善が必要
【行財政改革の必要性】

　市民の皆さんの負託に応え、信頼される市役所となるため、
行財政改革を積極的に進めます。

　改革の本質は、市民本位の政策を実現するための土台や足腰をしっかりさせることです。
　そのためには、行政運営の体質や手法を改善することが急務です。

行政活動の基礎である「財政健全化」と、市民協働の推進など多様なパートナーシップの構築を進めます。
　市民の皆さんの理解と協力をいただきながら、

豊かで広がりのある「公共経営」に取り組みます。

　少子高齢化対策、安心安全対策、環境問
題と意識の高まり、暮らしやすい都市機能

の整備、精神的なゆとりやこころの豊かさの
充実など、新しくかつ多様なニーズの発生

行政運営の効率化と体質改善
行政活動の重点化や「選択と集中」

公民の役割分担の見直し
協働推進と多様なパートナーシップの構築
財源の確保（財源不足の解消）　　　など

財政の硬直化

様々な課題

　時代が要請する良質な公共サービスの
効果的・安定的な提供

日本の社会経済の状況
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概要版
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高松市の将来推計人口（中位推計）（総数）
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■

事務・事業の改革

定員・給与・組織の改革

外郭団体等の改革

計画期間：平成１９年度～２１年度

「新しい公共」を
支える仕組づくり

評価・監視等の体制整備

職員の意識改革と育成

わかりやすい情報の提供

「新しい公共」を支える仕組づくり

協働の推進と
多様なパートナー

シップの構築

地域コミュニティ
の育成

第４次行財政改革計画の概要

　市民の皆さんが暮らすことに誇りを持てる、魅力と活力にあふれた新生高松の構築

市
民
の
皆
さ
ん
の
理
解
と
協
力
が
不
可
欠

部局目標の設定

特別会計の改革

企業会計の改革

検討課題

資産・債務の改革

評価・監視等の
体制整備

行財政改革の目的

地方分権時代に即応した健全で自立的な「公共経営」をめざす

わかりやすい
情報の提供

職員の
意識改革と育成

市民意識の
把握と反映

市民意識の把握と反映

市民ｻｰﾋﾞｽの向上と業務の改善

明確で分かりやすい
目標設定

全体目標の設定

実効性のある計画推進 財政健全化

(行政活動の足腰の強化)

　　　計画の詳細は、市のH・Pに掲載しています。url：http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/2640.html
　
　　　行財政改革についてのご意見は、　kikaku@city.takamatsu.lg.jp　までお寄せください。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高松市　企画財政部　企画課　行政改革推進室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒760-8571　高松市番町一丁目８番15号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(電話)087－839-2160　(ﾌｧｸｼﾐﾘ)087－839-2125

【取組の概要】 
① 行政が直接しなければな 
らないことを厳選します。 

② 行政活動の不効率な面を 
改善し、経費を節減します。 
また、行政活動の元手と 

なる収入の確保と増大を図 
ります。 

③ 市民や企業との多様なパ 
ートナーシップによる協働 
の仕組を拡大します。 

④ 費用対効果に留意し、行 
政サービスの品質を高めま 
す。 

⑤ 改革内容をわかりやすく 
情報提供し、コミュニケー 
ションを高め、相互理解を 
深めます。 

 
 

【計画の進行管理と公表】 
① 総括管理 
  年２回実施し、結果を公 
 表します。（併せて、部局 
 ごとの取組状況も公表しま 
す。） 

② 部局進行管理制 
  計画の進捗を確実なもの 
とするため、計画全体を部 
局ごとに仕分けし、各部局 
が責任をもって改革を推進 
する体制を採用します。 

【計画の目標】 
《全体目標》 

戦略的取組 ： 一般会計の財政健全化 
戦略的目標 ： 目標効果額７０億円 

① 計画期間内に見込まれる一般会計財源不足額の２分の１程度を、この計画に掲
げる実施項目により解消します。 

② なお、残る７０億円については、日常的な経費節減等を積極的に取り組むほか、
今後の事業計画・予算の査定および競争入札の適正な執行などにより対処し、財
源不足１４０億円の解消をめざします。 

 
《財政健全化の目標値》 

平成１７年度決算値 
財政指標 目標値 

高松市 中核市平均 全国平均 

①経常収支比率 ８５．０ ％ ８８．９％ ８７．０％ ９０．２％ 

②実質公債費比率 １４．０ ％ １６．３％ １４．０％ １４．８％ 

③市債残高 １，３００億円 平成１８年度末現在高（見込）１，５２８億円 

④財政調整基金残高 
平成１９年度末残
高見込を維持する 

平成１８年度末現在高       ９２億円 
平成１９年度末残高見込額(約８５億円)を設定 

 
 
《職員数の適正化計画の目標値》 
（平成１９年度から２１年度まで 市全体） 
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計画人員数 ▲３０５人 

削減率 ▲７．４％ 

効果額目標 約３４億円(累積) 

※２３年度までの５か年で  
▲４３１人（▲１０．４％）  

《部局目標》 
全体計画を部局単位で仕分けし、部局ごとの計画項目および効果額目標を定めます。

（件）                 （千円） 
効  果  額 

部局名 
計画
項目 

実施
項目 計 歳入 歳出 

総務部 217,469 13,180 204,289 

 人件費抑制 
18 46 2,906,471 

 【489,413】
※

 

 
 

2,906,471 

【489,413】
 

 

企画財政部 346,863 313,920 32,943 

 市税増収 
30 60 

882,000 882,000  

市民部 13 35 
174,741 

  【134,400】 
150 

【69,500】 
174,591 

【64,900】 

健康福祉部 13 55 
355,756 

       【81】 
145,989 

 
209,767 
【81】 

病院部 2 5   【332,750】 【307,250】 【25,500】 

環境部 11 28 743,935 256,095 487,840 

産業部 7 33 
97,479 

  【159,332】 
 
【720】 

97,479 
【158,612】 

都市整備部 20 49 
751,501 

  【319,762】 
35,470 

【32,547】 
716,031 

【287,215】 

消防局 6 6 232,026   232,026 

水道局 19 19   【234,154】 【33,314】 【200,840】 

教育部 16 57 298,476 32,175 266,301 

文化部 8 16 44,029 9,276 34,753 

監査・選挙・ 
農業・議会 ※ 

4 5 2,094   2,094 

小 計 
（一般会計・一般財源） 

7,052,840 1,688,255 5,364,585 

小 計 
（特別・企業会計） 【1,669,892】 【443,331】 【1,226,561】 

合 計 

－ 414 

8,722,732 2,131,586 6,591,146 

※ 監査事務局、選挙管理委員会事務局、農業委員会事務局、議会事務局 
※ 【   】内の数字は，特別・企業会計効果額 


